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業務の適正を確保するための体制

(1) 当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合する

ことを確保するための体制

① 当社は、企業の存続と持続的な成長を確保するためにコンプライアンスの徹底が必要

不可欠であるとの認識にたち、行動指針を定め当社グループ役職員全員の周知徹底を

図っていきます。

② 当社およびグループ各社は、全役職員に対し定期的にコンプライアンス研修会を実施

し、法令と社会規範遵守についての教育・啓蒙を実施していきます。

③ 当社が当社グループのコンプライアンス体制を統括し、子会社と一体となったコンプ

ライアンスの推進を行い、当社グループの法令等遵守体制の構築、維持、向上を推進

します。また、法令および定款等に適合していることを認識するため、管理部長をコ

ンプライアンス全体に関する総括責任者とし、定期的な監督・監査および適時な監

督・監査を行っていきます。

④ 取締役は、取締役会および日常業務を通じて、他の取締役および使用人の業務執行の

監督を行っていきます。

⑤ 取締役による職務の執行が法令・定款および社内規程に違反することなく適切に行わ

れているかをチェックするため、監査等委員が取締役会に出席するとともに監査等委

員会の定めた監査方針に基づき業務執行の監査を実施していきます。

⑥ 取締役の適正な職務執行を図るため監査等委員である社外取締役を２名以上置き、公

正な監査を確保します。

⑦ 社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係は、法令等違反に繋がるものと

認識し、その取引は断固拒絶し反社会的勢力による被害の防止に努めます。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

① 株主総会、取締役会、その他重要な会議の議事録、稟議書、ならびにこれらの関連資

料を法令および規程に従い作成し、担当部署を設置し適切に保存・管理を行っていき

ます。

② 経営および業務執行にかかわる重要な情報、決定事項、社内通達などは、所管部署で

作成し、適切に保存・管理していきます。

③ 取締役、監査等委員、会計監査人およびコンプライアンス担当者から要請があった場

合には、速やかに当該書類を閲覧に供することとします。
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(3) 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、当社および当社子会社の経営環境、自然災害等、当社および当社子会社の経

営ならびにステークホルダーに重要な影響をおよぼす恐れのある様々なリスクにつ

き、取締役会において定期的に討議することによりリスク低減に努めていきます。

② 当社グループの各部署においては、マニュアル・ガイドライン等を整備し、種々の教

育活動を通して会社のリスク低減に努めていきます。

③ 当社および当社子会社は、発生したリスクに関しては、適法、適切かつ迅速に対処し

ていきます。

(4) 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

① 当社は、取締役会規程に基づき、定時取締役会を原則として毎月１回開催するととも

に、臨時取締役会を必要に応じて開催していきます。

② 取締役会は事業活動の報告を受ける中で、経営の意思決定、職務執行の監督管理状況

の把握を行っていきます。その際には、十分かつ適切な情報が提供されるよう努めて

いきます。

③ 当社取締役会は当社グループ全体の経営計画を策定し、これを達成するため、グルー

プ各社において各社経営計画を立案して、それぞれの各業務執行ラインにおいて目標

達成のために活動することとします。また、代表取締役は、その実現のために常勤取

締役および役職員の具体的業務活動を統括していきます。

④ 当社の取締役会は、規程の見直しや業務特性に応じた組織のスリム化等を行い、取締

役および役職者の職務権限と職務分掌を明確にして、職務執行の効率化を図るととも

に、ＩＴの適切な利用を通じて業務の改善に努めるものとし、当社子会社においても

これに準拠した体制を構築させるものとします。

(5) 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

当社および当社子会社は金融商品取引法の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に

努め、全社レベルならびに業務プロセスレベルの統制活動を強化し、有効かつ正当な

評価ができるよう内部統制システムを構築し、適切な運用に努めることにより、財務

報告の信頼性と適正性を確保します。
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(6) 当社およびその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社は、「関係会社管理規程」を定め、子会社取締役から適時報告を受けるととも

に、日常的な意思疎通を図ることで適正な事業運営を行っていきます。

② 当社の監査等委員会およびコンプライアンス担当者は、グループ全体の内部統制の有

効性について監査を行っていきます。

(7) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項、ならびにその使用

人の他の取締役からの独立性に関する事項およびその使用人に対する監査等委員会の指

示の実効性の確保に関する事項

① 当社は、監査等委員会の職務を補助する専属の使用人は配置しておりませんが、取締

役会は監査等委員会と必要に応じて協議を行い、当該使用人を任命および配置するこ

とができます。

② 監査等委員会が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査等

委員会に委譲されたものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命

令は受けないものとします。

③ 監査等委員会補助者は監査等委員会の指揮命令下に置き、監査等委員会補助者の評

価・人事異動等にあたっては、あらかじめ監査等委員会の意見を聴取してその意見を

尊重するものとします。

(8) 当社および当社子会社の取締役および使用人、またはこれらの者から報告を受けた者が

当社の監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

① 監査等委員は、定時取締役会および必要に応じて随時開催される臨時取締役会、その

他重要な意思決定会議に出席し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）および

使用人から重要事項の報告を受けることとします。

② 当社グループの取締役は、法定の事項以外にも取締役の不法行為、法令・定款違反等

重要な事項については、速やかに監査等委員会に報告を行うこととします。

③ 当社グループの内部通報に基づく通報を受けた場合、速やかに監査等委員会に報告を

行うものとします。

④ 当社は、当社グループの役職員が、当社監査等委員会への報告を行ったことを理由と

して不利な取扱いを行うことを禁止する旨を定め、当社グループ内において周知徹底

します。
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(9) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査等委員会は、監査が実効的に行われることを確保するため、監査等委員会におい

て他の監査等委員と意見交換を行うとともに、代表取締役、取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）その他経営の重要な執行を担う者、コンプライアンス担当者およ

び会計監査人との意見交換を定期的に行っていきます。また、その機会を確保できる

ように代表取締役はその体制を整備していきます。

② 会計監査人および内部監査担当とも意見交換や情報交換を行い、連携を保ちながら必

要に応じて調査および報告を求めることができる体制を整備していきます。

(10) 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について

生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員会が職務の執行について生ずる費用の前払い等を請求した場合、

当該請求が必要でないことを証明した場合を除いて速やかに当該費用の処理を行うも

のとします。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(1) 当社は、当社グループにおける業務の適正を確保するために、全社員が「企業行動指

針」に基づいて、法令遵守はもとより、社会規範を尊重し、良識ある企業活動の実践に

努めております。

(2) コンプライアンス・リスク管理に関しては、グループのコンプライアンス管理に関する

統括組織である「コンプライアンス委員会」を開催し、グループ全体で想定される危機

発生要因の整備を行ったほか、管理部長または監査等委員会に直接通報できる制度とし

て内部通報制度を設け、調査および適切な処置の実行に備えております。

(3) 取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名（うち、社外取締役１

名）および監査等委員である取締役３名（うち、社外取締役２名）で構成されておりま

す。取締役会は17回開催し、各議案についての審議、業務執行の状況等の監督を行い、

活発な意見交換がなされており、意思決定および監督の実効性は確保されております。

(4) 監査等委員会は、常勤の監査等委員である取締役１名を含む３名（うち、社外取締役２

名）で構成されております。監査等委員会は６回開催し、監査に関する重要な事項につ

いて報告を受け、協議、決議を行っております。また、監査等委員会は、取締役、内部

監査室および会計監査人とそれぞれ定期的に会合し、コンプライアンスや内部統制の整

備状況などについて意見交換を行っております。
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(令和４年３月１日から
令和５年２月28日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 461,997 494,737 2,852,326 △110,502 3,698,558

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △90,870 △90,870

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

379,376 379,376

自 己 株 式 の 取 得 △28 △28

自 己 株 式 の 処 分 8,021 8,021

自 己 株 式 処 分 差 損 △348 △348

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △348 288,505 7,993 296,150

当 期 末 残 高 461,997 494,389 3,140,831 △102,508 3,994,709

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 29,608 4,221 2,724 36,554 3,735,113

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △90,870

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

379,376

自 己 株 式 の 取 得 △28

自 己 株 式 の 処 分 8,021

自 己 株 式 処 分 差 損 △348

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

21,159 △3,571 4,588 22,176 22,176

当 期 変 動 額 合 計 21,159 △3,571 4,588 22,176 318,327

当 期 末 残 高 50,767 650 7,313 58,731 4,053,440

連結株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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イ．有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備および構築物について

は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　２～３年

　その他　　　　　　２～10年

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内に

おける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社

・主要な連結子会社の名称 SKJ USA,INC.

愛斯凱杰（北京）文化伝播有限公司

②　非連結子会社の状況

　　非連結子会社はありません。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、愛斯凱杰（北京）文化伝播有限公司の決算日は、12月31日でありま

す。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　以外のもの　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ 時価法

ハ．棚卸資産の評価基準および評価方法

・商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

ハ．執行役員退職慰労引当金 当社は、執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規による当連結会計年度末要支給額に基づき計上し

ております。

④  退職給付に係る会計処理の方法

  当社および連結子会社は、退職給付に係る資産および退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお

ります。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準

　　顧客との契約から生じる収益の計上基準

　当社のキャラクターエンタテインメント事業はアミューズメント施設のオペレーター

等を主な販売先、キャラクター・ファンシー事業はファンシーグッズ専門店や量販店を

主な販売先としており、キャラクターのぬいぐるみ等の販売を行っております。これら

の商品販売取引においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期

間が通常の期間であることから、出荷時に収益を認識しております。また、収益は顧客

との契約において約束された対価から値引き等を控除した金額で測定しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動

リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしてい

る場合には、振当処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段････為替予約

ヘッジ対象････商品輸入による外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針 将来の為替変動リスク回避のために行っております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し､ 

両者の変動額等を基礎にして有効性を評価しておりま

す。

⑦　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

　在外子会社の資産および負債は期末の直物為替相場により円貨に換算し、収益および

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めております。
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（追加情報）

当社グループとしては、新型コロナウイルス感染症の収束時期等を正確に予測することは

困難な状況でありますが、令和５年３月以降も一定程度継続するものと想定しております。

当該仮定に基づき、繰延税金資産（9,383千円）の計上にあたっては、将来の課税所得の見

積を行い回収可能性の判断を行っております。

なお、当該仮定は不確実性が高く、新型コロナウイルスの感染拡大の状況やその経済への

影響が当初の想定より変化した場合には、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可

能性があります。

２．会計方針の変更等に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配

が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することとしております。これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりました

販売費の一部について、売上高から減額しております。また、収益認識に関する会計基準の適

用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の販売において、出荷時から当該商品の

支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して

おります。

  収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の

累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計

方針を適用しております。

  この結果、当連結会計年度の売上高、販売費及び一般管理費がそれぞれ21,152千円減少して

おります。営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益及び利益剰余金の当期首残高への影

響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　令和元年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　令和元年７月４日）第44－２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって

適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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有形固定資産の減価償却累計額 235,954千円

３．表示方法の変更に関する注記

前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「前渡金」は、金

額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「前渡金」は143,531千円であります。

４．会計上の見積りに関する注記

(1) 棚卸資産の評価

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　商品評価損   　5,686千円

　　商品　　　   345,285千円

②　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

商品は、期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場合に当該差額を評

価損として処理しております。

また営業循環過程から外れた滞留商品については、収益性の低下の事実を適切に反映す

るように処理しております。営業循環過程から外れた滞留であるかの判断には、直近の販

売及び受注単価や消化月数等に基づき、一定の仮定をおいて商品の販売可能性を判断し評

価損の処理を行っております。今後も市場の状況や商品の需要が当社の想定を下回り、滞

留期間等に基づく一定の仮定及び販売可能性の判断に見直しが必要な場合、翌連結会計年

度に係る連結計算書類において評価損の金額に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 繰延税金資産

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　　繰延税金資産　9,383千円

②　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産は、将来減算一時差異の解消により、将来の税金負担額を軽減する効果を

有すると認められる範囲を回収可能性があると判断し計上しております。具体的には、将

来の一時差異解消スケジュール、タックスプランニング及び収益力に基づく課税所得の見

積り等に基づいて判断しております。これらは主に事業計画を基礎として見積っておりま

すが、当事業計画に含まれる将来の収益及び費用は、一定の仮定に基づき予測しており、

不確実性を伴っております。そのため、実際の経済環境や損益の状況が一定の仮定と大き

く乖離した場合には、翌連結会計年度の繰延税金資産の回収可能性に重要な影響を及ぼす

可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記
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イ．令和４年４月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 41,265千円

・１株当たり配当額 ５円

・基準日 令和４年２月28日

・効力発生日 令和４年５月12日

ロ．令和４年10月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 49,604千円

・１株当たり配当額 ６円

・基準日 令和４年８月31日

・効力発生日 令和４年11月14日

　　令和５年４月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当の原資 利益剰余金

・配当金の総額 49,601千円

・１株当たり配当額 ６円

・基準日 令和５年２月28日

・効力発生日 令和５年５月16日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類および株式数

　　　普通株式　　　　　　　　　　　　8,490,103株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
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７．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

  資金運用については、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。

また、デリバティブについては、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的

な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容およびそのリスク

  営業債権である受取手形及び売掛金・電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。

  投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

  営業債務である買掛金および未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日でありま

す。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応

じて先物為替予約を利用してヘッジしております。

  デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的

とした先物為替予約取引であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

  当社グループは、営業債権については、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。

  デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているた

め、信用リスクはほとんどないと認識しております。

市場リスク（為替の変動リスク）の管理

  外貨建ての営業債務については、為替の変動リスクに対して、必要に応じて先物為替予

約を利用してヘッジしております。

  投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限および取引限度額等を定めた管理

規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

  当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

  金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表

計上額（千円）
　時価（千円） 　差額（千円）

（1）投資有価証券 106,575 106,575 　－

（2）破産更生債権

　　 貸倒引当金

795

△795

795

△795

　－

　－

－ － －

　資産計 106,575 106,575 　－

　デリバティブ取引

　　ヘッジ会計が適用されているもの 937 937 －

　　ヘッジ会計が適用されていないもの （39,774) (39,774) －

　デリバティブ取引(※２) (38,836) (38,836) －

(2）金融商品の時価等に関する事項

  令和５年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。

（※１）「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「電子記録債務」「買掛金」「未払

金」「未払法人税等」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については（　）で表示しております。

(3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価

格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

株式 106,575 － － 106,575

資産計 106,575 － － 106,575

デリバティブ取引計(※) － (38,836) － (38,836)

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

　破産更生債権 － － 795 －

　貸倒引当金 － － △795 －

資産計 － － － －

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については（　）で表示しております。

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

        投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

        デリバティブ取引

時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定して

おり、レベル２の時価に分類しております。

破産更生債権

破産更生債権については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定してお

り、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除し

た金額をもって時価としており、レベル３に分類しております。
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報告セグメント

キャラクター

エンターテインメント

事業

キャラクター・

ファンシー事業
計

アミューズメント施設等

への販売
6,837,806 － 6,837,806

カプセルトイ事業者への

販売
368,547 － 368,547

ファンシーグッズの専門

店・量販店等への販売
－ 2,402,678 2,402,678

ｅコマース販売 － 117,044 117,044

ロイヤリティ収入 5,333 － 5,333

顧客との契約から生じる

収入
7,211,688 2,519,723 9,731,411

その他の収益 － － －

計 7,211,688 2,519,723 9,731,411

８．収益認識に関する注記

　(1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　当連結会計年度（自　令和４年３月１日　至　令和５年２月28日）

（単位：千円）

　(2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項　（3）会計方針に関する事項

⑤重要な収益及び費用の計上基準 顧客との契約から生じる収益の計上基準」に記載のと

おりであります。

－ 14 －



期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 868,305 1,427,584

契約負債 14,381 53,261

返金負債 28,471 50,484

(1) １株当たり純資産額 490円32銭

(2) １株当たり当期純利益 45円91銭

　(3）当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　　①　契約資産および契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　（注）契約負債は、顧客からの前受金に関連するものであり、収益の認識とともに取り崩

されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に

含まれている額は、14,381千円であります。

　　　　　　返金負債は顧客との販売契約における対価から販売金額に基づく売上リベート等に

関連するものであります。

　　②　残存履行義務に配分した取引価格

　　　　当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、

実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価

の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
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（令和４年３月１日から
令和５年２月28日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利 益 剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 461,997 492,935 1,801 494,737 12,000 100,000 2,750,985 2,862,985 △110,502

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △90,870 △90,870

当 期 純 利 益 403,583 403,583

自己株式の取得 △28

自己株式の処分 8,021

自己株式処分差損 △348 △348

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当期変動額合計 － － △348 △348 － － 312,712 312,712 7,993

当 期 末 残 高 461,997 492,935 1,453 494,389 12,000 100,000 3,063,698 3,175,698 △102,508

株主資本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
株主資本合計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 3,709,217 29,608 4,221 33,829 3,743,047

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △90,870 △90,870

当 期 純 利 益 403,583 403,583

自己株式の取得 △28 △28

自己株式の処分 8,021 8,021

自己株式処分差損 △348 △348

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

21,159 △3,571 17,588 17,588

当期変動額合計 320,358 21,159 △3,571 17,588 337,946

当 期 末 残 高 4,029,575 50,767 650 51,418 4,080,993

株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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　・有形固定資産

建物 ２～３年

工具、器具及び備品 ２～10年

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備および構築物について

は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　
・無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内に

おける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　以外のもの　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

③　デリバティブ等の評価基準および評価方法

時価法

④　棚卸資産の評価基準および評価方法

・商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。
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③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金資産に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

④　執行役員退職慰労引当金 執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規によ

る当事業年度末要支給額に基づき計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　顧客との契約から生じる収益の計上基準

　当社のキャラクターエンタテインメント事業はアミューズメント施設のオペレーター等

を主な販売先、キャラクター・ファンシー事業はファンシーグッズ専門店や量販店を主な

販売先としており、キャラクターのぬいぐるみ等の販売を行っております。これらの商品

販売取引においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間であることから、出荷時に収益を認識しております。また、収益は顧客との契約に

おいて約束された対価から値引き等を控除した金額で測定しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動

リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしてい

る場合には、振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段････為替予約

ヘッジ対象････商品輸入による外貨建予定取引

③　ヘッジ方針 将来の為替変動リスク回避のために行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し､ 

両者の変動額等を基礎にして有効性を評価しておりま

す。

（追加情報）

当社では、新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済や生活行動等に広範な影響を与える

事象であり、令和５年３月以降も１年程度その影響が続くものと想定しております。当該仮

定に基づき、繰延税金資産（5,636千円）の計上にあたっては、将来の課税所得の見積を行

い回収可能性の判断を行っております。

なお、当該仮定は不確実性が高く、新型コロナウイルスの感染拡大の状況やその経済への

影響が当初の想定より変化した場合には、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可

能性があります。
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２．会計方針の変更等に関する注記

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配

が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を

認識することとしております。これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりま

した販売費の一部について、売上高から減額しております。また、収益認識に関する会計基

準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の販売において、出荷時から当

該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益

を認識しております。

  収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の

累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会

計方針を適用しております。

  この結果、当事業年度の売上高、販売費及び一般管理費がそれぞれ21,152千円減少してお

ります。営業利益、経常利益、税引前当期純利益及び繰越利益剰余金の当期首残高への影響

はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　令和元年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　令和元年７月４日）第44－２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわた

って適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

(1) 棚卸資産の評価

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

　　商品評価損　　5,686千円

　　商品　　　　305,849千円

②　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

「連結注記表」の「(1)棚卸資産の評価　②識別した項目に係る会計上の見積りの内

容に関する理解に資する情報」と同一であります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 235,464千円

  　　短期金銭債権 349,166千円

売上高 2,298,058千円

株式の種類
当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

　普通株式 236,909株 　3,719株 　17,400株 　223,228株

(2) 繰延税金資産

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　繰延税金資産　5,636千円

②　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

「連結注記表」の「(2)繰延税金資産　②識別した項目に係る会計上の見積りの内容

に関する理解に資する情報」と同一であります。

４．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権

５．損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

営業取引による取引高

　　営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　146千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類および株式数

　（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り51株および譲渡制限付株式報酬として

処分した株式のうち無償取得による3,668株であります。

　　　　自己株式の数の減少は、当社役員に対する譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処

分であります。

－ 20 －



  繰延税金資産

 　 賞与引当金 10,733 千円

 　 商品評価損 1,739 千円

 　 貸倒引当金 1,185 千円

　　デリバティブ評価損 10,030 千円

 　 その他 44,295 千円

  繰延税金資産小計 67,984 千円

 　 評価性引当額 △25,028 千円

  繰延税金資産合計 42,955 千円

  繰延税金負債

 　 その他有価証券評価差額金 △22,299 千円

 　 前払年金費用 △14,004 千円

 　 その他 △1,014 千円

  繰延税金負債合計 △37,318 千円

  繰延税金資産の純額 5,636 千円

種類 会 社 名
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

その他の
関係会社

㈱ラウンドワン
 被所有

　直接　32.62％
営業上の取引

商品の販売

（注）1
2,078,155 売掛金 171,376

種類 会 社 名
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

事業上の関係 取引の内容
取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社

SKJ　USA,INC.
 所有

　直接　100％
営業上の取引

商品の販売

（注）1
213,363 売掛金 127,312

愛 斯 凱 杰 （ 北

京）文化伝播有

限公司

 所有

 　直接　100％

営業上の取引

資金の援助

資金の貸付

（注）2
48,745

関係会社

短期貸付金
48,475

７．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８．関連当事者との取引に関する注記

　親会社および法人主要株主等

　子会社等

　取引条件および取引条件の決定方針等

（注）１. 商品の販売については、市場価格、総原価を勘案して価格を決定しております。

　　　２. 貸付利率は現地の市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は受

け入れておりません。
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(1) １株当たり純資産額 493円66銭

(2) １株当たり当期純利益 48円84銭

９．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、連結注記表「収

益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記
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